
第１号様式（第11条、第13条、第14条関係）

事業者排出量削減計画書(新規、＠とう

計ｌＩｌｌｊＩｊｌ間 【）ｄ'二４

年度

【ｌＣ

）､途区分 笥減率

本社Ｔ易(中央

新棟）

唆化今

（１１櫛人1,t）

該当する□には、レ印を記入してください。特定z)｢業新以外で自主参刀１１される本業者の方は、レ印の記入は不要です。

「基準年度」とは計画jv11111の前年度を、「目標年度」とは計画ﾉﾘⅡlilの最終イド度をいいます。

「事業所等排111区分」とは〕i(都府内の事業所等のﾕlF業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する楓案効果ガスを、「輸送111両排'11区分」とは|:IIilj7l[迎送Ｉ１ＩＦ業者
については使)ilの本拠の位置を京都府内とするJ'1両の排１１Ｉするilil室効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物Ilz両又は旅客Jに両の排１１IするMd室効果ガスを、
「その他排''１区分」とは｣二記以外の京都府内における事業所等の１１F業活動に伴い発生する温室効果ガスをいいます。

「原111位当たりの温室効果ガス排１１１鼓等」の「１１]途区分」には、○○工場、事務所などの１１１途を記入してください。「原lii位の指標」には、分子の「二酸化炭素換
算」の下に分母となる脂標（生産数歴、延べ床而禰、走行距離等）を記入してください。

「特記Ｌ|「項」には、平成２ｲ1三度（１９９０年度）を雄illjとした排llllitの対比や省エネ製AAl)'１発など他者のiM室効果ガス排UIIIill減への貢iii)(、グリーン調逮の採ｊＩ１、特
定フロンなどの条例指定外のili室効果ガスのili11減などを記入してください。

１
２
３
 

注

４
５
 

住所（法人にあっ
ては、主たる事務所
の所在地）

京都府城陽市寺田新池３６番地

氏名（法人にあっ
ては、名称及び代表
者の氏名）

星和電機株式会社取締役社長増山晃章

事業者の主たる
業種

電気機械器具製造販売他に分類されない電気機械器具製造業

該当する事業者
要件

厩京都府地球温暖化対策条例施行規則第１０条第１号該当事業者（大規模エネノレギー使用事業者（原油に換算して1,500キ
ロリットル以上））

鷹京都府地球温I暖化対策条例施行規則第10条第２号又は第３号該当事業者（大規模運送事業者（トラック又はバス100台以
上／タクシー150台以上／鉄道車両150両以上）

鷹京都府地球温暖化対策条例施行規則第１０条第４号該当事業者（その他の温室効果ガスの大規模排出事業者（二酸化
炭素に換算して3,000トン以上））

計画期間 平成２０年４月 声、‐ 平成２３年３月

基本方針 当社で製造する製品の開発・設計、製造、工事、販売及びサービスにともなう事業活動において、環境負荷の低減に取り
組み、電力使用に伴うCO2排出量生産高原単位比（平成１５．１６年度の実績平均より）１０％削減を目指します。

推進体制 社長を委員長とする環境委員会を設置し、ＩＳＯ１４００１のシステムシステムに基づいて、部門長をそれぞれの組織の
推進責任者として、目標の策定と実施に向けて活動を推進しています。

環境マネジメントシステム名称 ＩＳＯ１４００１ 

適用範囲 全社

取得年月日 2003年10月１５日

年度ごとの具体
的な取組及び措
置の計画

年度
2０ 

2１ 

設備、充･象、工程等

空調機・照明器具の更新

空調機・照明器具の更新

ﾛ 

▲ 

画 大ｌ容

検査棟２階の空調機を更新。本館１階の一般11((明器具をLED11qIﾘ1器具に更新

検査棟I階、中央新棟、ＬＥクリーンルームの空調機をインバーター式に更新。本館１階の一般照りi器具をLED照りi器具に更新

温室効果ガスの
排出量等 排出区分

Ａ事業所等排出区分

Ｂ輸送車両排出区分

ｃその他排出区分

排出合計

目標設定の考え方

基準年度（実績）
（１９）年度
(二酸化炭素換算）

目標年度（計画）

（２２）年度
(二酸化炭素換算）

増減率
(計画）

3,080ｔ ３，１５６ｔ 2.5％ 

ｔ ｔ ％ 

1１ｔ 1１ｔ 0.0％ 

＊１ ３，０９１ｔ ＊２ ３，１６７ｔ 2,5％ 

電力使用に伴うCO2排出量生産高原単位比（平成１５．１６年度の実績平均より）１０％削減
を目標とした。結果、生産高が増加予測のため二酸化炭素換算排出量は増加する。

原単位当たりの
温室効果ガス排
出量等

用途区分 原単位の指標

本社工場(中央
新棟）

二酸化炭素換算

生産高

本社工場(中央
新棟以外）

二酸化炭素換算

生産高

原単位の指標及び計画数値設定の
考え方

基準年度（実績） 目標年度（計画） 増減率（計画）

Ｌ557ｔ／百万円 1.402ｔ／百万円 -10.0％ 

0.057ｔ／百万円 0.052ｔ／百万円 -10.0％ 

％ 

電力使用に伴うCO2排出量生産高原単位比（平成１５．１６年度の実績平均より）１０％削減
を目標とした。

その他の地球温
暖化対策による
温室効果ガスの
削減量等

対策等の区分

森林の保全及び整備

府内産の木材の利用

自然エネルギーを利用した電力又
は熱の供給

グリーン電力の購入

削減量等合計

目標年度（計画）
Ｉ j〔組量等 (二酸化炭素換算）

(整備面積） hａ (吸収趾） ｔ 

(利)1}量） 1，３ (尚'１減filK） ｔ 

(充電量） kwｈ (l`''1減量） ｔ 

(熱供給通） GＪ (ri'１減量） ｔ 

(購入iii） kwｈ (nll減量） ｔ 
￣￣ 

一一一一￣一一一一一一－－ ＊３ ｔ 

差引排出量

(排出合計一削減等合計）

基準年度（実績）

３，０９１ｔ， ＊１ 

目標年度（計画）
(*2)－(*3） ３１６７ｔ 

増減率（計画）

2.5％ 

地球温暖化対策
に資する社会貢
献活動

LED製品の販売・設置・更新により次に貢献。消費電力を低減、ＣＯ２排出を低減、維持・補修コストを低減、廃棄物排
出量を低減。

特記事項原単位当たりの温室効果ガス排出量等の基準年度（実績）（19年度）及び目標年度（計画）（22年度）数値を変更した。


